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成果指標　アウトカム

開庁時間中のシステム稼働率
(246日×8.75h×99.5%⇒10h以内)

平成31年度

-

-

-

-

平成29年度 平成30年度方向

維持
％以上

％以上

目標 ％以上

％以上

83,326,473

1,929

99.5

－

平成31年度

69,154,000

－

69,154,000

－

3,021,000

平成30年度

78,858,000

78,858,000

78,858,000

5,994,000

68,891,953

1.48

9,544,520

66,133,000

1.47

9,457,980

72,864,000

1.47

9,457,980円

平成29年度

87,131,000

4,996,000

92,127,000

73,781,953

4,890,000

円

円

円

円

円

円

決算（見込）額　Ａ

項　　目

円

人

その他特定財源

一般財源

当初予算

補正予算

合計

単位

円

円

円

円

目標

成果

％以上

成果

国庫支出金

県支出金

総事業費　Ａ＋Ｂ

市民１人当たりコスト

財源内訳

予算額

成果指標と目標値
を設定した理由

住民サービスの安定提供のため、基幹系システムの稼働率を高く維持する必要がある。

平成31年度の
実施方針

例年どおり実施 活動量 維持する コスト 維持する 成果 維持する

基幹系業務システムの安定的な運用及び機能拡張により、住民情報を取り扱う重要業務の継続
性と個人情報保護の安全性を保持する。

イ
ン
プ
ッ

ト

事
務
事
業
コ
ス
ト

平成31年度
の活動指標
アウトプット

活動内容 活動量

基幹系システム・住基ネットシステム保守管理業務委託 システム保守委託一式

基幹系システム・住基ネットシステム機器保守 機器保守委託一式

住基ネットワークシステム機器更新 機器借上契約更新

統合型地理情報システム保守管理業務委託 システム保守委託一式

88,315,980

2,065

78,611,980

1,837

Ｈ31は予算額

市債

特定個人情報保護に係るセキュリティ強化のため、取扱い事務及び担当者の明確化を図り、定期的
な内部監査を実施する必要がある。また、システムの安定運用・保守体制強化も課題である。

市が行う理由
及びその根拠

任意的自治事務 中野市地域情報化計画

事務事業概要 住民情報を取り扱う基幹系業務システムの保守管理等を行う。

目指す姿

対象（誰のために) 意図（どのような状態にしたいのか）

市民 ＩＴ時代への対応、電子自治体構築など情報化を図り個人情報を守る

現状・課題

予算
体系

会計 一般会計 実施計画

款 ２款 総務費 未計上

項 １項 実施期間

目 12目 情報政策費 合併前

施策 01 地域情報化の推進 内線電話 217

総務管理費

事務事業名 基幹系電算管理事業
目標設定日 平成31年3月1日

部・局

事務事業マネジメントシート（平成31年度目標設定） 事務事業№ 010308

正規職員数

人件費　Ｂ

総務部

総合
計画
体系

基本政策 6 市民参加と協働のまちづくり 課・室 政策情報課

政策 04 ＩＣＴ活用の推進 係 情報統計係



住基ネットワークシステム機器更新

システム使用料

電子機器借上料

負担金

通信料

通信機器保守管理委託

９月 10月 11月 12月

消耗品購入・機器修繕

７月 ８月

総務部

課・室 政策情報課

係 情報統計係

事務事業名 基幹系電算管理事業

部・局

平成31年度　業務スケジュール

活動内容 ４月 ５月 ６月 １月 ２月 ３月

保守回線通信料（通年） 

保守委託（通年） 

システム使用料（通年） 

機器賃借料（通年） 

負担金（通年） 

消耗品購入・機器修繕（通年） 

住基機器更改・移設と処理装置X移設 

契約 処理装置X機器更改 
検査・支払 


